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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり
政　策　名 1 健康で安心して暮らせるまちづくり
施　策　名 1 心と体の健康づくりの推進

施策関係課 市民生活課、クリーン推進課、医療保険課、いきいき高齢課、農政課、学校教育課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

佐野市の人口 人 119,348 118,450

国民健康保険加入者数（40歳～74歳） 人 22,373 21,569

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 75.0 75.5 76.0 76.5

実績 71.1 72.0

目標 30.0 32.0 34.0 36.0

実績 24.5 27.0

目標

実績 市政に関するアンケート調査

目標 健康増進課資料

実績

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 3,850 3,860 3,870 3,880 目標 30.0 32.0 34.0 36.0

実績 5,067 4,641 実績 24.5 27.0

目標 4,000 4,100 4,200 4,300 目標 24.5 26.0 28.0 30.0 

実績 4,268 2,624 実績 20.9 21.0

目標 22,000 23,000 24,000 25,000 目標

実績 21,239 20,660 実績

目標 目標
実績 実績
目標 目標
実績 実績
目標 目標
実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価

令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

健康増進課

川﨑　光子

施策の目的
「対　象」

①市民
②市民（国民健康保険加入者）（40歳～74歳）

①
健康づくりに取り組んでいる市民の割
合

％

②
特定健康診査（国保40歳以上）受診
率

％

③

成果指標の
取得方法

④

⑤

健康づくり
の推進

①市民 ・健康に関する知識
を深め、健康づくり
に取り組んでもら
う。

①
健康教室等参加
者数（延人数）

人
健診（検
診）の受診
率向上

①市民
②市民（40
歳～74歳）

・多くの市民に健診
（検診）を受けてもら
う。

①
特定健康診査（国保
40歳以上）受診率

％

②
健康サポートさのの活
動における参加者数 人 ② がん検診受診率 ％

③
高齢者予防接種
接種者数

人 ③

① ①

② ②

③ ③

・健康寿命と平均寿命の延伸を図るため、平成30年度に中間見直しを行った「さの健康２１
プラン」を周知するとともに、各種取り組みを推進する。
・「健診スタートブック」や広報紙、イベント等での受診勧奨により受診率向上を図り、健診
（検診）結果を活用した市民の自発的な健康づくりへの意識を高める。
・新型インフルエンザへの対策を推進する。
・熱中症の予防と応急対策に関する知識の普及など、施策横断的な熱中症対策に取り組
む。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・中間見直しを行った「さの健康21プラン」普及のため、広報へ掲載し情報提供を行った。ま
た、健康教室・健康相談等、各種健康づくり事業を開催した。
・「健診スタートブック」を対象者全員へ郵送し、各種健診の受診勧奨を行った。
・感染症予防対策として、例年の新型インフルエンザの対策に加え、令和元年東日本台風被
災者への対応や新型コロナウイルス感染症による対応を行った。
・熱中症対策として、広報に特集号を掲載する等、熱中症の予防のための普及啓発を行っ
た。

【成果指標達成状況】
「健康づくりに取り組んでいる市民」の割合は72.0％であり、目標を達成できなかった。その要
因は、５９歳以下の方の割合が６５．６％と低率であったためである。
・特定健康診査（国保40歳以上）受診率は、２７．０％であり、目標を達成できなかった。受診
の状況を性別・年代別にみると、女性より男性の方の受診率が低く、４０歳・５０歳代の方の受
診率が低い傾向である。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・平均寿命の延伸のため、各種事業を開催し、健康づくり
に関する意識啓発を行った。
・広報等により中間見直しを行った「さの健康21プラン」の
普及啓発を行った。また「健康マイレージ事業」を企画し、
295人の参加者を得た。
・地域で健康づくり活動を実践できるよう、「健康サポート
さの」への支援を行った。

【成果指標達成状況】
・健康教室等参加者は目標3,860人に対し,実績4,641人と
目標を達成できた。
・令和元年東日本台風や新型コロナウイルス感染症のた
め事業実施を制限したこともあり、健康サポートさのの活
動における参加者は、目標4,100人に対して実績2,624人
と達成できなかった。
・高齢者予防接種者数は、予防接種の勧奨を行ったが、
目標23,000人に対して実績20,660人と達成できなかった。
　　　インフルエンザ　H30：49.1%→R1：51.2%　
　　　肺炎球菌　　　　H30：37.1%→R1：24.9%

【基本事業の取組方針達成状況】
・託児付きの健診を行うなど、若年層への受診対策を行っ
た。また、医療保険課の協力により、横断幕・車に貼るマグ
ネット・ティシュ等媒体を作成し健診のPRを行った。
・初めて対象となった40歳の方や健診会場近隣の方へ個人
通知発送等による再受診勧奨を行った。

【成果指標達成状況】
・健診を受けるよう勧奨したが、特定健康診査の受診率は、
目標32％に対し実績27％と目標を達成できなかった。
・がん検診を受診しやすいよう、会場・時間帯・曜日等、受
診しやすい健診体制を調整したが、がん検診受診率は、目
標26％に対し実績21％と目標を達成できなかった。

・「さの健康２１プラン」の見直しを行い、健康に関する生活習慣の改善を図るため、広報へ
健康情報の掲載、健康教室、健康相談、健康サポートさのによる地域活動等をとおして、健
康づくりに関する情報の提供を行ったが、健康づくりに取り組んでいる市民の割合は72.0%と
目標を下回った。
・健康状態を把握する特定健康診査や各種がん検診受診率は低率であるため、自己負担
額の見直しや機会をとらえての受診勧奨、医師会等関係機関との連携により、各種健診の
受診率向上対策を行った。また、受診率向上のため、各個人へ受診券の送付、更に、未受
診者へ受診勧奨通知発送を行い、前年度より受診者が増えているが、目標とした受診率を
達成できなかった。(延受診者数　Ｈ30：39,797人→R1：39,876人）
・健康への関心を持ち、健診を受ける市民を増やすため、健康無関心層へのアプローチとし
て健康マイレージ事業を行った。(参加者：295人）
・熱中症対策について、危機管理課、消防署等関係各課と連絡調整を行い対応した。
・新型コロナ感染症への対応のため、新型コロナウイルス対策検討会、新型コロナウイルス
感染症対策本部を開催し、市の対応方針を決定、拡大防止のための対策を行った。
・施策コストを見ると平成30年度　5億9910万円に対し、令和元年度は6億389万円と、479万
円の増となった。その主な要因は、昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生の男性を対象とし
た「風しん予防接種等事業」が開始となったためである。

【令和２年度で解決する課題】
　　特になし

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
　①健康づくりに関する意識の高揚を図る。
　②各種健診の受診率向上対策を行う。　
　③新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を行う。

【令和３年度重点課題】
　④健康寿命延伸のための対策を推進する。　
　⑤感染症の拡大防止と事前対策を行う。

①健康づくりへの関心を高めるため、広報さのへの情報掲
載、新型コロナウイルス感染症感染防止対策を講じた各種
健康教室・健康相談を実施する。
②各種健診の受診率向上のため、個別通知の内容の検討
や関係課と連携を図り未受診者対策を実施する。
  （特に保険者努力支援制度に影響する特定健診の受診率
向上を目指す）
③新型コロナウイルス感染症の感染状況により対策本部会
議を開催する。また医療体制の確保を行う。

④各種健診を受診し、健康状況に合わせた健康づくりに取
り組めるよう集団・個別による保健指導を行う。
⑤新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症を含め
た感染症拡大予防のための対応や衛生機材の備蓄を行
う。

成果指標
設定の考え方

①健康づくりに取り組む事で、心身の健康の維持
増進が図れることから、市民がどれくらい健康づ
くりに取り組んでいるのかを把握する必要がある
ため、指標として採用した。
②特定健康診査の受診率向上を図るため、指標
として採用した。県内自治体中最下位の受診率
であるため、当面の目標を、県内平均受診率の
30％とした。

施策の目的
「意　図」

①心身ともに健康でいきいきと生活できるようにす
る。
②特定健康診査受診率の向上

施
策

基
本
事
業

健康づくり
の推進

・平均寿命の延伸のため、健康
づくりに関する意識啓発を、様々
な機会を通じて行う。
・広報等により中間見直しを行っ
た「さの健康21プラン」の普及啓
発を行う共に、「健康マイレージ
事業」を実施し、健康づくりへの
動機づけを行う。
・地域で健康づくり活動を実践し
ている「健康サポートさの」の活
動や人材育成に対し支援を行
う。

健診（検
診）の受診
率向上

・特定健診及びがん検診対象者
の年齢・性別における受診率を
分析し、受診率の低い層への健
診（検診）に対する意識改革や関
心が持てる効果的な啓発を行
う。
・健診(検診）未受診者へ個人通
知発送等による受診勧奨を強化
する。

施
策
の
基
本
情
報

・がん等の早期発見、早期治療により社会復帰ができれば、将来の社会保障費の軽減
につながることから国では、すべての自治体が特定健診、がん検診の受診率向上を図
ることに対し、保険者インセンティブを付与するとしている。
・議会からは、人口減少、高齢化による社会保障費の増加に対応するためには、健康
増進と介護予防による医療・介護費用の削減が効果的であるため、健康マイレージ事
業等に取り組むよう要望されている。
・平成２７年市区町村別生命表によりと本市の平均寿命が男女とも県内最下位であり、
議会でその対応が求められた。
・人命に関わるような気温の上昇のため、熱中症予防対策が急務となった。
・令和元年１２月中国において新型コロナウイルス感染症が発生し、国内においても令
和２年1月15日初の感染者が確認された。令和２年４月７日、１都6県の緊急事態宣言
が出され4月16日には全国を対象に緊急事態宣言が発令された。（全国解除：5月25
日）

・「自分の健康は自分で守る」という意識
を持つ。
・１年に一度特定健診を受診する。
・健康教室や介護予防教室に参加する。
・ウォーキングを行う。
・新型コロナウイルス感染症への予防対
策を行う。

・事業所は従業員の健康管理に努め、
定期的な健康診査の受診を促す。
・メンタルヘルスの職場研修を実施す
る。
・事業所における感染予防対策の実
施。

・健康づくりに関する情報を提供し、市
民の健康意識の向上を図る。
・健康マイレージ事業を推進し、健診の
受診率向上を図る。
・新型インフルエンザ等の発生時には、
業務継続計画に基づき、速やかな対応
を行う。
・新型コロナウイルス感染症対策本部
を立ち上げ、感染防止対策を行う。


